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【1 分解説】社会保障負担率とは？ 

 政策調査部 フェロー  谷口 智明 

 

社会保障負担率とは、国民所得（雇用者報酬や企業所得等）に対する、年金・医療・介護等の

社会保険料負担の割合を示すマクロ指標です。社会保険料には本人負担だけでなく、事業主負担

も含まれます。税の負担を示す租税負担率を加えると、国民負担率となります。高齢化で社会保

障給付が増え、長期的に社会保障負担率は上昇傾向ですが、近年は賃上げ等による国民所得の増

加を背景にやや低下しています（資料）。 

政府の「骨太の方針 2026」原案では、現役世代の保険料率の上昇を止め、引き下げていくた

め、同負担率の目標を検討し、2027年度に 2025年度より上昇しないよう取り組む方針が盛り込ま

れました。同負担率を上げないためには、社会保険料負担の伸びが国民所得の伸びを上回らない

ことが目安です。賃上げ等により国民所得が社会保険料負担を上回るペースで増加すれば同負担

率は低下しますが、分母拡大によるもので、個々人の社会保険料負担が軽くなったとは限りませ

ん。一方、同負担率の目標が医療費や介護費の強い抑制につながれば、医療の高度化や人手不足

等への対応が難しくなり、医療・介護提供体制に影響するとの懸念もあります。 

そのため、社会保障負担率という一つの指標だけでなく、社会保障の持続可能性、給付水準、

現役世代の負担のあり方を含め、建設的な議論が期待されます。 

 

資料 国民負担率と社会保障負担率・租税負担率の推移 

（注）2024 年度までは実績、2025 年度は実績見込み、2026 年度は見通し。  

（出所）財務省HP「国民負担率（対国民所得比）の推移」（2026 年 3 月 5 日） 

(https://www.mof.go.jp/policy/budget/topics/futanritsu/sy202603a.pdf）より第一ライフ資産運用経済研究所作成 
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本資料は情報提供を目的として作成されたものであり、投資勧誘を目的としたものではありません。作成時点で、第一ライフ資産運用

経済研究所が信ずるに足ると判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する責任は負いません。見通しは予告

なく変更されることがあります。また、記載された内容は、第一生命保険ないしはその関連会社の投資方針と常に整合的であるとは限

りません。 
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関連レポート 

・「社会保険料の伸びはどこまで許容されるのか～『国民所得の伸び率≧社会保険料の伸び率』がメルクマー

ル？～」（2025 年 4 月）https://www.dlri.co.jp/report/ld/435412.html 

 

 

https://www.dlri.co.jp/report/ld/435412.html

